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研究結果の概要： 

中高年労働者の就労能力の低下、疾病の多発、労働災害の増加がみられる。

対策として、労働者の身体能力の向上が必要である。中高年齢労働者の体力増

進を図るため、リハビリテーション医学で用いられている運動療法などの技術

の中から産業保健に応用できる技術を抽出整理し、それらを活用する個別管理

システムの運用を図ることで、産業保健における「予防的リハビリテーション」

の構築を検討することを本研究の目的としている。 

本研究の特色は、リハビリテーション医学（第三次予防）の技法を産業保健

（第一次予防）へ応用することにあり、中高齢労働者の増進を図る「予防的リ

ハビリテーション」を進めるため、リハビリテーション治療技術を産業保健へ

広げること、多様化が進む労働態様に対して集団管理とは別に個別対応での運

動指導管理を行うシステムの構築を図ることにある。リハビリテーション技

術・技法の転用により産業保健の現場でより効果の高い運動プログラムを実施

することが可能となり、効率的に中高年齢労働者の体力増進を図ることを目指

している。 

3年間の研究の 1年目として平成 27年度は、以下の研究を行った。 

１． 産業保健での活用が期待できるリハビリテーション技法に関する文献

調査 

２． 産業保健での活用が期待できるリハビリテーション技法に関する実態

調査 

３． 障害個別対応管理システムの運用に関する実態調査 

 文献調査ではわが国と欧米のアプローチの視点が異なっていること－運動療

法などの治療技術がわが国では「予防」を目的として、欧米では「メンタルヘ



ルス」を目的あるいは対象として適用が図られていること－が推察された。リ

ハビリテーションあるいは理学療法関連の雑誌数は、日本語論文では全抽出論

文の 6.8％（過去 10年間分）、英語論文では 10.8％（過去 5年間分）を占めて

いたが、理学療法部門における勤労者関連の論文の少なさが顕著であった。ま

た、アンケート調査による医療機関でのリハビリテーション治療技術の産業保

健への活用や応用についても低い状況にあり、この点は上記の文献調査を反映

する結果となった。今後、本分野の研究ならびに実践の必要性が明らかとなり、

理学療法士をはじめリハビリテーション専門職種がこの産業保健分野に参画す

ることが望まれる。 

全国各地で実施されている加齢就労モデルであるポリオ後症候群患者の定期

検診の実態調査については、今後の個別管理システム構築のための有用な情報

が得られた。本定期検診の有用性は、より小さな変化を早期より発見すること

で対象患者の症状進行や機能低下を予防できること、長期にわたる検診データ

の集積は「ビッグデータ」として分析することにより、障害進行を予防する新

たな方法の開発につながる可能性があること、また、本検診活動は健康教育と

しての意義も有していることが明らかとなった。1年に1回程度の検診であるが、

評価・運動生活指導・追跡・データ管理などはシステマティックに実施されて

おり、このような個別検診が中高年労働者の定期健康診断時に追加できる可能

性がある。 

今後、文献情報についてはさらに内容を精査し、これまでリハビリテーショ

ン医療の中で長年実施されてきた障害者に対する治療技術アプローチ（治療技

術や管理方法）の取りまとめを進め、それらの治療技術を応用するシステムと

して個別対応管理システムの構築を目指したいと考えている。そのため、次年

度（平成 28年度）には、事業場で実施されている運動指導等の実態調査を行う

ほか、本年度に得られたデータを用いて具体的な治療技術マニュアルの作成、

個別対応管理システムの運用モデルの試作を行う予定である。 


